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は じ め に

小泉内閣の下，日本道路公団などの民営化やダム建設の中止など公共事

業の見直しが進んでいるようだ。しかし，整備新幹線の場合，他の事業と

比べて取り上げられることは少ないように思う。さらに，整備新幹線が開

業したのちの「効果の検証は十分になされているとは言い難い｣1)。整備

新幹線は人口増，税収増といった地域の振興に大きな役割を果たすと説明

されてきた2)。衆議院議員の小里貞利は，整備新幹線が「全国高速交通体

系の根幹を形成し，建設段階および開業後の経済波及効果が抜群であり，
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収支採算性にも優れ，国土の均衡ある発展と地域の振興を図る上で，きわ

めて重要な国家プロジェクト｣3)であると述べている。たしかに巨額の投

資（整備５線で約4.5兆円）を行って新幹線を整備するのであるから，何

らかの効果が発生するのは間違いない。問題なのは，どれぐらいの期間で

どれぐらいの範囲にどのような効果が発生するのだろうかということであ

る。そして巨額の投資によって，整備新幹線の推進論者が目標として唱え

全国新幹線鉄道整備法の目的にも掲げられている「国土の均衡ある発展」

にどの程度寄与するのかという問題である。そのような観点から整備新幹

線が地域にどのような効果をもたらすのかを先行研究も踏まえて検討して

いきたい。これを明らかにすることで，今後の新幹線の整備のあり方，新

幹線開業後の政策のあり方を示すことができるものとなるよう考察を進め

たい。

なお，「新幹線」といってもいわゆるフル規格の新幹線とスーパー特急，

ミニ新幹線の３種類がある。この３方式の定義は第１章第１節末で行って

いる。この論文では主にフル規格新幹線とミニ新幹線についての効果比較

を行っていく。というのは，後にみるようにミニ新幹線の場合は，建設し

てしまうとフル規格新幹線への転用が利かない点で，スーパー特急と大き

く異なるからである。ミニ新幹線によってフル規格新幹線の代用ができる

とすると，必ずしもフル規格新幹線で建設する必要はなく，逆に代用がで

きないとするとフル規格新幹線で建設しなければならないからである。

本論文では整備新幹線計画について概説（第１章）したのち，新幹線の

効果論の整理（第２章）を行い，一般的な統計データを用いて効果の分析

（第３章）を行う。そして今後の日本における新幹線整備の展望（第４章）

を述べてみたい。
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第１章 整備新幹線計画の歴史

第１節 整備新幹線計画の概要

整備新幹線とは，全国新幹線鉄道整備法（1970年公布）に基づいて整備

計画が策定された北海道（新青森～札幌），東北（盛岡～新青森），北陸

（高崎～新大阪），九州（博多～鹿児島中央），長崎（新鳥栖～長崎）の５

路線（整備５線）のことを言う（図表Ⅰ-1-1）。

1969年の新全国総合開発計画（新全総）において総延長 7200 km の全

国新幹線網構想が打ち立てられ，先の５路線について整備計画が定められ

た。しかし，国鉄改革に伴う設備投資の抑制（臨調答申）から1982年に閣

議決定によって計画が凍結された。その後，国鉄の整理が一段落（民営化
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図表Ⅰ-1-1 全国新幹線鉄道網図

(注) 国土交通省鉄道局資料による。
(出所) 『数字でみる鉄道2003』118頁。



の目処がついた），財政悪化の最悪期を脱したといった理由から計画凍結

が解除された（1987年１月30日）。外国からの内需拡大要請も要因であっ

たとされる4)。とはいっても，依然として建設費をどこから捻出するかの

問題が生じていた。当時の運輸省はミニ新幹線方式やスーパー特急方式を

組み合わせて経費を抑える案を示した（1988年８月11日）。この案にも賛

否両論あったが，結局，フル規格で建設されることが決定し，1997年に高

崎～長野間を結ぶ長野新幹線が開業した。現在，その他の区間も2014年を

開業予定として建設が進んでいる。

以上が整備新幹線をめぐる歴史の概要であるが，ここで本論文において

用いる用語を説明しておきたい。

整備新幹線の建設過程と地域振興効果（井口)
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標準軌新幹線
（フル規格）

新幹線直通線
（直通乗入方式）

新幹線規格新線
（青函トンネル方式）

ミニ新幹線　通常新幹線 ミニ新幹線 スーパー特急

〔最高260km/h〕
・新幹線規格の路盤を新設
・標準軌を敷設して新幹線
が走行 

〔最高130km/h〕
・在来線の路盤のままで狭
軌に加え標準軌を導入

・車両は小型の新幹線用車
両が走行

〔最高160km/h～200km/h〕
・新幹線規格の路盤を新設
（将来，標準軌の敷設可）
・当面狭軌を敷設して高速
車両が走行

図表Ⅰ-1-2　整備新幹線の建設規格

(出所)　北山斉「整備新幹線問題」『土木学会誌』第73巻（1988年）96頁。



｢フル規格新幹線」（標準軌新線）とは，「その主たる区間を列車が二百

キロメートル毎時以上の高速度で走行できる幹線鉄道」のことである（全

国新幹線鉄道整備法第２条）。レールの幅が 1435mm（標準軌）で，列車

の横幅が 3.4m のものである（図表Ⅰ-1-2 の左図）。東海道・山陽新幹線

がこの規格で建設された典型的な例である。この論文では，この意味の新

幹線のことを「フル規格」，または単に「フル」と呼ぶこともある。「新幹

線」と書いている場合は，便宜上，原則として次に掲げる２つの方式によ

るものも含むこととする。

｢ミニ新幹線」（新在直通線）とは，在来線に３つ目のレールを追加し，

線路の幅を標準軌にして，在来線と同じ横幅の車両を走らせる方式のこと

である（図表Ⅰ-1-2 の中央図）。部分的に在来線の軌道の外にもう１本の

レールを加える場合とすべての区間にわたって標準軌に改良されている場

合がある。山形新幹線（1992年開業）や秋田新幹線（1997年）がこれにあ

たる。フル規格新幹線と違って速度の点で大幅に劣る（120 km/h）が，

建設費用は少なくて済むとされる。なお，この方式のことを「ミニ規格」

や単に「ミニ」と表現する場合がある。

｢スーパー特急」（新幹線規格新線）とは，トンネルや路盤のサイズは新

幹線規格で建設し，そこに幅が 1067mm（狭軌）のレールを敷設し，在

来線サイズの車両を走らせるものである（図表Ⅰ-1-2 の右図）。この方式

は北陸新幹線や九州新幹線の一部の区間で採用されていたが，森内閣時に

フル規格に変更となった。この規格の例としては，青函トンネルや北越急

行線がある。フル規格と比べて速度は劣る（160～200 km/h）がミニ新幹

線よりは速い。部分的に既存の在来線を活用することができるので全区間

をフル規格で整備するより費用は低くなる。

このように３方式あるが，以下ではフル規格とミニ新幹線に焦点を絞っ

て説明していく。
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第２節 フル規格新幹線とミニ新幹線

この節ではフル規格新幹線とミニ新幹線の違いを経済的な問題，政治的

な問題の２つに分けて述べていく。その後は，開業後の利用客の変化につ

いて見ていく。なお，建設費用と短縮時間の問題については，第２章第２

節において詳述する。

まず，経済的な問題は，主に財源の問題5)である。フル規格で整備５線

（盛岡～青森，高崎～小松，博多～西鹿児島）を建設した場合，1988年の

時点で２兆9200億円かかる。しかし，盛岡～沼宮内，八戸～青森，軽井沢

～長野をミニ規格，糸魚川～魚津，高岡～金沢をスーパー特急，沼宮内～

八戸，高崎～軽井沢をフル規格で建設した場合は，１兆3800億円で済むと

いう。これらは線形のよい路線は在来線をそのまま活用するかミニ規格に

改良する，線形の悪いところはフル規格かスーパー特急で建設するという

ものである6)。東北区間では盛岡～沼宮内間や八戸～青森間が，北陸区間

では魚津～富山間や金沢～小松間が，九州区間では博多～八代間が，他の

駅間と比較して線形が比較的良好であるためミニ規格への改良ないし在来

線の活用ということとなった。北陸区間のうち高崎～軽井沢間は図表では

線形が良好に見えるのにフル規格による整備とされたのは，急勾配で有名

な碓氷峠があるためである。碓氷峠を越えるためにはミニ規格では不十分

ということのようだ。

このように経済的な問題にはそれぞれの区間の物理的な問題をも含めて

考える必要がある。安いからといって曲がりくねった区間をミニ規格にす

るのでは，時間短縮に大した効果も有さず投資が無駄となってしまう。そ

のような点からすると運輸省の案7)はある程度までは妥当なものであった

といえるだろう。というのは，運輸省案ではどの区間も30分以上は短縮でき

ているし，特に九州新幹線の博多～西鹿児島間については，短縮時間が１

時間59分と約２時間の短縮となっており，フル規格で整備しなくても十分

な時短効果が認められるからである。上野から長野までの区間もフル規格
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による整備の場合と比べて，特段の違いが生じるほど時間短縮に差はない

だろう。ただ，それ以外の区間の場合はフル規格整備による時間短縮効果

では１時間以上あるが，運輸省の案で整備するとその半分程度の短縮効果

しか有しない。その点からすると短縮時間に不満を感じる気持ちも分から

なくはない。北陸新幹線の場合は，在来線の特急はすでに高速走行（時速

120 km/h ほど）しているためスーパー特急方式では時短効果が小さいと

考えられたのも無理はない。九州の場合は，ミニ規格のように在来線を走

ることとなれば，「福岡周辺のように通勤通学や買い物客向けの各駅停車

や快速列車などの本数が多い地域を走らせるのは難しい｣8)という。しか

し，博多から八代までは線形の良好なところであり，すでに在来の特急が

走っているのだから不可能ではないだろう。八代以南をスーパー特急にし

て在来線から乗り入れる形にしても，十分な時短効果が見込めるのであっ

て，フル規格にするという理由にはならないはずだ。

政治的な理由としては，国のお金で整備してもらうならより立派なフル

規格新幹線の方がよいという理由や山形，秋田の場合と違って，フル規格

整備に現実性があるという理由が考えられる。そのことをフル規格に固執

したかたくなな態度と評価し，国の資金をできるだけ引き入れようとする

「モノ取り主義的態度」と痛烈な評価を下すものも見られる9)。しかし，

それは言い過ぎであり，感情的な表現のように思う。ただ，地方にも応分

の負担が求められているとはいえ，地方交付税によってある程度まで補填

されるようだ。こういった制度がより高額なものを望む姿勢につながって

いないとは言い切れない。また，運輸省案だとフル規格を通すという公約

の実現にはならないし，フル規格で整備される区間の選挙区の議員らは納

得しても，他の区間の人は納得しないだろう。もっとも，彼らは総合的な

交通体系の観点からの議論をお願いするとしているわけで，一方で，地元

の区間にはフル規格を望む，フル規格整備が前提条件といった主張をし，

自己矛盾に陥っている。

さて，次にフル規格とミニ規格の開業区間の利用客の変化について述べ
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る。在来線をミニ規格に改良することで東北新幹線に乗り入れることが，

初めて可能となった山形新幹線は1992年に開業した。山形～福島間がミニ

新幹線を整備する区間として選ばれた理由としては，比較的線形が良好な

こと，福島駅の改良の容易さ，沿線人口が多いことがあったという10)。し

かし，そのミニ新幹線自体は時短効果の低さなどから失敗だと政治家や新

幹線を推進する自治体などからは評された。とはいっても，その後，ミニ

は人気を維持しているため（たとえば山形新幹線は１編成６両だったのを

７両に変更している），単純にミニを効果的でないというのではなく，ミ

ニとフルの違いや役割を明確にする必要がある（第３章で検討）。たとえ

ば日本の国土の軸となる幹線にはフル規格を整備し，その他の地域へはミ

ニで乗り入れるという形である（ただし，この方法は既設新幹線の線路容

量によっては困難な選択肢となる）。

ミニ新幹線がある程度成功したと評価する理由を述べたい。ミニ新幹線

の開業によって東京－山形間の航空機の便数が５往復から３往復にまで減

少した11)。これは航空機の客が新幹線に流れたことを示すだろう。また，

秋田と山形では観光客入込数が増加した。特に秋田県ではフル規格整備が

なされた地域と同様に増加しつづけている（図表Ⅲ-2-1 参照）。しかし，

整備計画路線をミニ新幹線にしようという意見は少ない。ミニ新幹線は

「比較的輸送量の少ない地域に一定程度の高速輸送サービスを提供する手

段として，有効なものである｣12)といわれ，裏返せば輸送量の多い地域に

は適さないということである。すなわち新幹線の特性の一つである大量・

高速輸送という点からすると輸送量の多い地域にはフル規格による整備が

適している。となれば，整備新幹線においては，大量・高速輸送が期待で

きることが条件の一つとなる。ミニ新幹線においては，秋田新幹線盛岡～

秋田間で１日5710人（2000年度），山形新幹線福島～山形間で１日9000人

（2000年度）が利用している。東北新幹線盛岡～八戸間では，2002年12月

１日～03年４月30日までの利用者は１日平均１万1400人が利用している。

九州新幹線の部分開業区間である新八代～鹿児島中央間では，開業から
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３ヶ月で83万人が利用し，閑散期の６月でも１日あたり7600人が利用した。

九州新幹線の場合は３ヶ月間の１日あたりの利用客は１万人に満たない。

利用客の増加率でみると，どの方式の場合も変わらない効果が見られるが，

輸送人員に違いがある。運輸省の試算によると 100 km あたり１万人以上

利用すれば採算が合うという13)。推進派にとっては，１日１万人以上が利

用した盛岡～八戸間（約 93 km）はフル規格整備の採算性を実績によって

裏付けたといえる（ただし，この利用者が５年目も30年目も続いた場合で，

正しい試算であるという前提において）。しかし，九州新幹線の部分開業

区間はその条件を満たしているとはいえないだろう。

秋田新幹線の東京～秋田間の時間短縮は39分で３時間49分かかる。山形

新幹線の東京～山形間の時間短縮は43分で２時間27分かかる。山形の場合

はともかくとして，秋田の場合は４時間近くかかるが，ミニ新幹線開業以

前の時代から144％の増加をみせている。山形新幹線においては６両編成

だった車両を７両編成に変更し，新庄市まで延伸した。乗り継ぎをなくす

ことによる効果は思っていた以上に発生したのである。なお，東北新幹線

の盛岡駅～八戸駅間では対前年比で約140％の利用客が増加している（た

だし，開業から５ヶ月までの数字）。このようなことから，利用客の増加

率についてはフルと遜色ない効果がミニにおいても発生することが分かる。

ただし，利用客の総数が盛岡以北の区間と盛岡～秋田間とでは大きく異な

るので，大量輸送という観点から必ずしも盛岡以北の区間においてミニが

有効であったと断じることはできない。もっとも，１日１万人の輸送を

「大量」と考えるかどうかの問題がある。既設の新幹線と比べて「大量」

でないのは明らかであるから，ミニでも十分だったのではないかという疑

問が残る。

次にフルに変更になった理由を検討するが，まず，地元や地元の政治家

が要求する新幹線の規格はあくまでフル規格であった点を確認しておきた

い。スーパー特急方式の採用は，将来的にフル規格への変更が可能である

余地を残した。そして，スーパー特急で着工された区間はフル規格に変更
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された。その理由としては，スーパー特急が開業してからフル規格に変更

すると，新線と在来線を結ぶ路線が無駄になるためだとされている。あく

までもスーパーとミニは整備新幹線の予算審査を単に乗り切るためだけに

ひねり出されたものだと捉えられ，政治の道具（手段）に過ぎず，それら

を使って将来的な交通網を構築しようという気はなかったと考えられる。

急場しのぎのものであって，それらをどのように活用していくか，どのよ

うに地域の交通網を形成していくかという視点がなかった。このことはフ

ル規格に変更された理由として「開業後にフル規格に変更すると，在来線

との乗り入れ路線などの建設費が結果的に無駄になるとされた｣14)という

指摘も裏付けるだろう。そういったことから国家の決定としてフル規格に

よる全線整備が妥当な結論だったかというと，疑問に感じる。フル規格と

かミニ規格とかいう以前に地方にはすでに空港も高速道路も整備されてい

るからだ。それらの施設と新幹線の関係を説明する必要があるだろう。

以上のように検討したが，ミニ新幹線が有効となる場合は，大都市圏の

都市間鉄道を除いて１日当たりの利用客が約6000人程度認められるところ

で，線形が比較的良好なところに限られよう。一方，フル規格が有効とな

る場合は，100 km あたりの区間で最低でも１日１万人以上の利用客が長

期にわたって見込めるところに限られよう。

第２章 整備新幹線をめぐる議論

第１節 整備効果論

整備新幹線の効果には開業前の効果と開業後の効果に大別される。開業

前の効果とは，建設に伴う雇用増などの効果を指す。開業後の効果とは時

間短縮効果から波及する人口，事業所，商業施設や観光客の増加を指す。

整備新幹線は，巨額の投資を伴うものであり，建設後も維持が必要であり，

なおかつ収益をあげなければならない。したがって開業後の効果を評価す

ることが重要となってくる。よってここでは他の論文のように開業後の効
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果に絞って論述を進めていく。

整備新幹線の建設をめぐっては，新幹線計画そのものに賛成の立場と反

対の立場，新幹線におけるデメリットが解消されれば賛成する立場がある。

賛成の立場は，景気を浮揚させ税収増をもたらすこと，地域の均衡ある発

展をもたらすこと，単年度あたりの予算額（国費：2004年度で686億円）

が低いこと，二酸化炭素の排出量が航空機や自動車と比べて少ないこと，

乗客の死亡事故がないこと，悪天候でもダイヤが乱れにくいこと，とする

見解に基づいている。反対の立場は整備効果が期待できずストロー現象に

よって大都市に人口など15)が吸収される，環境を破壊する（騒音公害も含

む），建設費用が巨額である（整備５線で約4.5兆円），地方にはすでに空

港も高速道路も整備されているとの見解に基づいている。この他に岩橋は

「大都市との時間距離や経済距離が短縮するため，地域によっては，労働

力や資金の流出という形で大きな逆流効果にさらされ，（略）。これを防ぐ

ためには，新幹線を契機に，これとバランスのとれた拠点都市等を育てる

必要がある｣16)と受け皿整備の必要性を述べている。米浪も「整備新幹線

沿線地域が地域活性化や新国土軸の形成の一つの手段として積極的に整備

新幹線を取り込む計画をもち，整備新幹線の開通時期に合わせた受け入れ

態勢を整備できるかどうかによって地域間で地域経済発展の度合いに格差

を生ずるであろう｣17)と述べている。また，平石も同様の見解をとってい

る18)。この考え方は新幹線ができたあとにどのような対策をとるべきかと

いう政策論である。政策論の前提としては，新幹線を整備するだけではス

トロー現象が発生し，地域にプラスにならない場合が多いというものであ

る。計画に反対するとも賛成するとも言っていないのでいずれにも分類し

ない。

本論文の目的は整備新幹線またはミニ新幹線が地域にどのような影響を

与えるかである。したがって，賛成，反対両立場の見解のうち，新幹線ま

たはミニ新幹線の効果に関する評価に絞って論じていく。ここでは新幹線

が多極分散型国土軸の形成あるいは地域の均衡ある発展，東京一極集中の
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是正に寄与するという効果を肯定する立場を肯定説，否定する立場を否定

説，そして後に紹介する肯定説と否定説の中間の立場を中間説として議論

を進めていく。まず肯定説を述べて，否定説を紹介し，最後に中間説を説

明する。

肯定説は新幹線の整備は「東京一極集中を是正し，多軸型国土構造の形

成が促進されることである。高速鉄道網が整備されなければ，地方圏の充

実は難しいのである。地域間，および地方都市圏との大都市間のヒト・モ

ノ・情報の活発な交流がはかられないし，産業立地の促進によって雇用を

創出することもできない。特産品の開発・販路を拡大することも困難だか

らである｣19)として，新幹線を「絶対条件｣20)としている。次に挙げるのは

新幹線の例ではないが，中国横断自動車道の広島・浜田線・岡山米子線が

全線開通したことによって山陰地方から東京都中央卸売市場に出荷される

アジの取扱量が約1.5倍に増加したとされる21)。堀内は，時間距離の短縮

や行動圏域の拡大によって，「地域間の交流頻度と交流の範囲を拡大し，

そのため，特に交流の結節点となる駅を中心とする地域の活性化を促し，

新たな都市形成の引き金となる。また，それに伴って周辺の都市機能の充

実や魅力的な都市づくりが促進され，人口の地方定住にも寄与する｣22)と

述べている。根橋も同様のことを述べている23)。天野も，沿線地域の企業

立地の増加，観光レクリエーション活動の活発化，商業の振興，その他業

務活動の広域化や効率化などに効果が現れ，多極分散型国土の形成，東京

一極集中の是正のためにも新幹線が必要であると述べている24)。しかし，

地域の交流を促進するのならば，フル規格でなくミニ規格でも十分なので

はないかという指摘もある。これらの論拠の中に四全総の理念である交流

ネットワークを形成し，それによって多極分散型国土軸を形成するという

ものがある。そして，交流人口が増加し産業が立地することで，地方への

定住に結びつくとしている。ところで，「地方定住」のうちの「地方」と

は，都道府県における主要都市を意味するのだろうか。都道府県内のすべ

ての市町村と定義すると，地方定住は達成されていないと評価できる。都
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道府県内の主要都市と定義するとやはり地方定住は達成されていないと評

価できる。都道府県庁所在地と定義すると，地方定住はある程度達成され

ていると評価できるだろう。しかし，その場合，東京など大都市圏から移

住する人が多いのか，都道府県内の県庁所在地以外の地域から移住する人

が多いのか問題となるだろう。東京から新幹線駅が整備された都市に戻る

というよりは，新幹線駅のない他の地域から新幹線のある同一県内都市に

移住することが多いのではないだろうか。この点については第３章で詳し

く検討する。

否定説は人口統計を検証して，「山口県においては山陽新幹線の開業あ

るいは新幹線駅の設置によって，駅設置都市の人口が増加し，（略），さら

には入込み観光客が増大するというのは「夢物語」であったし，「新幹線

神話」は期待できなかった｣25)とするものや，新潟県においては「観光面

をのぞいて近隣県との相対的位置，及び対首都圏との格差について高速交

通体系の積極的な効果を見てとることはできない｣26)とするものがある。

角本も「国土計画との関連でいえば，いずれも（新幹線と高速道路のこと

―引用者注）東京集中を促進し，（略），この意味で国土計画が単純に交通

投資に分散効果を期待したのは誤りであった｣27)として，東海道新幹線の

沿線においても，東京近郊の都市人口が沿線よりも大きく増加していると

して東京への集中は明らかとしている28)。香川も「多極分散よりむしろ東

京一極集中を加速する傾向が強く，地域振興に乏しい｣29)としている。た

しかに東京一極集中を加速している感もあるが，県庁所在地や地域の中心

に位置づけられる都市でも人口が増加する傾向にある。それは東京ないし

首都圏における人口の増加率に比べて低いものではあるが，そのような都

市を強化することで，首都圏への人口流出を食い止めていると見ることも

できる30)。

次に紹介するのは両者の中間とも言える説である。効果は新幹線の駅を

有する自治体とその周辺にのみ及ぶという評価である31),32)。また，佐々

木・大橋・安藤は，「新幹線ネットワーク整備はある程度までは，地方分
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散を促進させるが，高密なネットワークが著しく分散を促進させはしな

い｣33)としている。国土交通省も「沿線都市の人口の増加｣34)をあげており，

先の論者らと同様の考え方のようだ。ただし，国土交通省は「地域経済の

発展に大きく寄与する｣35)とも述べており，これらの評価は賛成，反対の

中間的な立場にあるともいえる。松村は「仮に人口増減が地域の経済活力

を代表する指標であるとすると，新幹線開通を契機として，地域の成長格

差が是正されたとはいえず，新幹線駅設置の拠点都市等は依然，全国平均

を大きく上回って成長し，単なる新幹線通過地域や新幹線の通る幹線軸か

ら離れた地域では十分な成長には至らなかった｣36)としている。東北新幹

線の効果を検証した長谷川によると新幹線などの高速交通体系の効果が及

ぶ範囲は新幹線の停車駅または高速道路のインターチェンジ（以下，IC）

の周辺を中心とした選択的・局地的なものにとどまる。そして「交通利便

性を軸として地域社会の経済的・社会的地位を再編成するという意味で，

県間格差・県内格差の拡大をともなった，きわめて選択的で，不均等なも

のであり，沿線の県全体や東北地方全体の所得水準を底上げし，人口の定

住を促進するほどのインパクトをもつものとはいえない｣37)としている。

新潟県を14の圏域に分けて分析した水澤によると「新潟圏が突出して増加

し，逆に高速交通体系の整備されていない圏域の人口減少が進んでい

る｣38)。また，新潟県で伸びる以上に首都圏において人口などが伸びてお

り，結果として格差は開いているのではないかとしている39)。

長谷川や松村や水澤の説は，一見すると否定的なもののように見えるし，

実際，国土の均衡ある発展が達成されたかという命題に対する結論は，三

者とも否定的である。しかし，この３つの論文が提起した重要な点は，新

幹線駅や高速道路の IC のある県庁所在地または都市においては人口が増

加する可能性があるというところである。私はこの点に新幹線による波及

効果に対する正しい評価をもたらす道を見出したい。さらに，水澤は観光

の場合は高速交通体系との関係を見出しにくいとしている。それは，IC

のあるところが必ずしも増加しているわけではないというデータからであ
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る。この点は，観光においては高速交通体系がより広域的に周辺へと波及

する効果を有しているのではないかと思わせる。

以上の説をまとめると，① 全県的ないし全国的に効果が及ぶ，② 県庁

所在地ないし駅周辺に効果が及ぶ，③ 効果を見出しにくいないしスト

ロー効果が起こるということになる。本論文では中間的な見解を採り，県

都とその周辺において増加するという仮説を立てて検討したい（第３章）。

第２節 建設費用と時間短縮効果

ここでは，高速道路とフル規格新幹線の費用の比較40)を行う。同時にミ

ニ新幹線との対比も行う。その場合，すでに開業している同区間を同程度

の距離で結んでいる地域を選択することが望ましい。そこで，新幹線につ

いては東北新幹線盛岡～八戸間を，高速道路については東北縦貫自動車道

のうち弘前線・八戸線の盛岡 IC～八戸 IC 間を分析対象として選んだ。東

北新幹線の八戸駅から盛岡駅までは約 97 km で総事業費は約4531億円で

あり，東北縦貫自動車道の盛岡 IC から八戸 IC までは約 121 km で総事業

費は約2810億円である。ここから 1 km あたりの費用を計算すると新幹線

の区間は約46.7億円，高速道路の区間は約43.1億円である。単純な方法に

よる比較であるが，いずれの場合も大して事業費に差がないことがわかる。

さて，次にフル規格新幹線とミニ新幹線の事業費の比較を行ってみる。

この場合，短縮時間１分あたりの費用を計算して，ミニ新幹線を批判する

例もある。たとえば，東北新幹線の盛岡～青森間のうち盛岡～沼宮内間を

ミニ規格，沼宮内～八戸間をフル規格，八戸～青森間をミニ規格とする運

輸省案の工事費は3550億円（1987年当時）となっている。これに対して，

フル規格で全線整備すると「盛岡－青森間の短縮時間を見るとフル規格で

は76分，ミニ規格では35分」であり，「短縮時間１当たりの工事費はフル

規格で84億円，ミニ規格で101億円となる｣41)。また，日本経済新聞は専門

家による指摘として「ミニ規格では八戸―青森間の実質的な時間短縮効果

は５分程度。改良にかかる工事費は900億円で，時間短縮１分に要する工
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事費は，180億円にのぼり，費用のわりに効果が小さい｣42)と紹介している。

こういった議論はミニ規格では１分あたりの短縮効果が少なく，フル規格

では総費用が大きくなってしまうというどちらにとっても不利な条件しか

生み出していない。なお，1 km あたりの費用についてはミニ規格の方が

安くなるが，キロ当たりまたは短縮時間あたりの建設費用のいずれで比較

することが妥当であるのだろうか。もっとも，問題となるべきは１分短縮

あたりの費用がいくらであるというものではない。ミニ規格による１分あ

たりの短縮費用がフル規格よりもかかるから，フル規格で建設すべきだと

いう議論は成り立たないだろう。本来はいずれが地域にとってより有効な

政策であるかという観点から議論させるべきものだろう。

第３章 地域への影響

新幹線の効果については，建設時と開業後の効果がある。ここでは他の

研究にならって考察対象を開業後の効果に絞る。考察の対象とする新幹線

は，東北新幹線のうち東北地方の区間，秋田新幹線，山形新幹線および北

陸（長野）新幹線とする。必要に応じて既存の新幹線の効果に関する研究

を参考にする。フル規格新幹線とミニ新幹線では，効果にどのような差が

現れてくるのか検討する。考察の対象とする県は，東北６県と長野県とす

る。統計データは，人口，観光客入込数を用いる。人口については1995年

から2000年への増加率を国勢調査によった。観光客入込数については各県

の観光統計要覧等43)によった。なお，高速道路の IC 及び新幹線の駅は

2000年までに開業しているものを対象とした。都道府県のうち大都市圏と

して首都圏（東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県，群馬県，栃木県，茨城

県，山梨県），愛知県，関西圏（大阪府，京都府，兵庫県，奈良県，滋賀

県），地理的観点から沖縄県は除外した。それらの都府県の都府県庁所在

地も除外している。

整備新幹線の建設過程と地域振興効果（井口)

421



第１節 人口への影響

１ 府県レベルの分析

図表Ⅲ-1-1 は大都市圏を除いた道県の人口の伸び方を整理したもので

ある。高速道路のインターチェンジ（IC）または新幹線の駅の有無で分

類し，増加している道県と減少している道県の数を数えた44)。その結果，

新幹線の駅も高速道路の IC も有している県では，増加が５県，減少が５

県，変化無しが１県だった。この場合では，増加県と減少県の数が均等に

分かれていることが分かる。この結果からは，両方を有していても，人口

が増加する場合もあれば減少する場合もあることが分かった。したがって，

他の要因が増加するか減少するかを決しているだろう。

高速道路の IC とミニ新幹線の停車駅を有している県では，２県とも減

少していた。この場合は，サンプル数が少ないためにはっきりとしたこと

は言えない。しかし，ミニはフルほど人口増に寄与しないのではないかと
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図表Ⅲ-1-1 道県の人口の伸び方の分布
1995年に対する2000年の増減分布

高速道路 新 幹 線 ＋ 変化なし －

○ ○ 5 1 5

○ △ 0 0 2

○ × 3 0 16

× × 0 0 0

(注１) 国勢調査により著者作成。
(注２) 大都市圏などは除いた。
(注３) ○は新幹線駅または高速道路のインターチェンジを有し，×はそれらを有しな

いという意味である。
△はミニ新幹線の停車駅を有しているという意味である。但し，フル規格の駅

を持つ県は除いた。
(注４) 増減が1.0倍以上のものを＋，1.0倍未満のものを－で表した。
(注５) 高速道路とは，高速自動車国道を指し，一般自動車専用国道は含まれない。

また，新幹線，高速道路いずれも2000年までに開業している駅またはインター
チェンジを対象としている。



推測できる。

高速道路の IC のみを持っている道県では，増加が３県，減少が16道県

であった。したがって，高速道路の IC のみでは人口が増加しにくいと言

えるだろう。

これらの結果は，高速道路が道県内をどのように走っているか，高速道

路の本数や IC の数がどれくらいかという差異を考慮に入れていない。新

潟県のように北陸自動車道，上信越自動車道，磐越自動車道，関越自動車

道と４本もの高速道路が走っているにも関わらず人口が増えていない場合

もある。今回の手法は単純化したものであり，より詳細に検討するには，

高速道路がどのようなルートを通っているか，どういった都市と結ばれて

いるかなどを考慮にいれなければならないだろう。

なお，高速道路の IC と新幹線の駅のいずれが人口増に寄与するかとい

うことについては，新幹線のみを有する道県が存在しないために判断がで

きない。すでにすべての道県に高速道路が走行していることから，今後も

道県レベルで効果を比較することは難しいだろう。ただ，高速道路の IC

しか有しない場合は，増加する県より減少する県の方が多くなり，高速道

路の IC と新幹線の駅の両方を有する場合に増加する県が多くなっている

ことからすると，高速道路の IC と新幹線の駅の２つが組み合わさって人

口増に寄与していく可能性があるかもしれない。

２ 市レベルの分析

では道県レベルの分析を行った。ここでは，市レベルでの分析を試み

たい。

図表Ⅲ-1-2 は大都市圏を除く道県庁所在地の人口の伸び方を整理した

ものである。全体的にみると，増加している都市が多く，減少している都

市は少ない。県庁所在地であれば人口が増加する傾向にあるようだ。その

なかでも高速道路も新幹線も有している都市では，増加が８市，減少が１

市のみであった。高速道路とミニ新幹線を有している都市では増加が２県
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で減少はなかった。高速道路のみを有している都市では，増加が14市，減

少は５市であった。高速交通体系の有無に関わらず増加する傾向にあると

もいえるが，高速交通体系を整備しても減少する傾向にはならないことが

分かった。

これについては「三大都市圏を除く，地方都市で確実に人口を増加させ

ている都市は道県庁所在地として，広域的な行政・経済・教育・文化の中

心的機能を果たしているところ，それに電機・精密機械・自動車等の先端

産業が立地する都市である｣45)という研究があり，今回の観察でも変化は

生じていないことがわかった。

図表Ⅲ-1-3 では東北６県の県庁所在地について整理してみた。すべて

の県庁所在地で増加していたが，もっとも増加していたのは仙台市であっ

た。高速道路の IC も新幹線駅も有している都市では増加の幅にばらつき

があった。高速道路の IC のみと高速道路の IC とミニ新幹線の停車駅の

両方を有している場合を比べると両方有している場合の増加率が低い場合

があった。とはいっても，増減率としては微々たる差であるので，この
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図表Ⅲ-1-2 県庁所在地の人口の伸び方の分布
1995年に対する2000年の増減分布

高速道路 新 幹 線 ＋ －

○ ○ 8 1

○ △ 2 0

○ × 14 5

× × 1 0

(注１) 国勢調査により著者作成。
(注２) 大都市圏などの県庁所在地は除いた。
(注３) ○は新幹線駅または高速道路のインターチェンジを有し，×はそれらを有しな

いという意味である。
△はミニ新幹線の停車駅を有しているという意味である。

(注４) 増減が1.0倍以上のものを＋，1.0倍未満のものを－で表した。
(注５) 高速道路とは，高速自動車国道を指し，一般自動車専用国道は含まれない。

また，新幹線，高速道路いずれも2000年までに開業している駅またはインター
チェンジを対象としている。



データはあまり有用ではないだろう。

図表Ⅲ-1-4 では東北６県の市部について整理した。東北において市と

称するものをすべて対象としている。ただし，県庁所在地は除外している。

高速道路の IC も新幹線の駅も有している場合は，増加が６市，減少が１

市であった。ここからは高速交通体系の存在は否定説が言うように人口の

減少にはつながらず，むしろ増加を維持ないし促進することが読みとれる。

高速道路の IC のみを有している場合は，増加が７市，減少が６市であっ

た。ここからは高速道路の IC の存在が人口増に貢献するともしないとも

言えない。高速道路の IC を有さず，ミニ新幹線の停車駅のみを有してい

る都市では，増加が２市，減少が４市であった。この結果をみると，どう

やらミニ新幹線の停車駅を有するだけではフル規格ほどの人口増をもたら

す効果はなさそうである。新幹線駅も高速道路の IC も有しない場合は，

増加が６市で，減少が18市であった。高速交通体系がない場合は，人口が

減少する方に作用しやすいようだ。

以上の分析から，高速交通体系の存在は人口増に作用する可能性があり

そうだということが分かった。
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図表Ⅲ-1-3 東北６県の県庁所在地の人口の伸び方の分布
1995年に対する2000年の増減分布

高速道路 新 幹 線 1.00～1.01未満 1.01～1.03未満 1.03以上

○ ○ 1 1 1

○ △ 1 1 0

○ × 0 1 0

(注１) 国勢調査により著者作成。
(注２) ○は新幹線駅または高速道路のインターチェンジを有し，×はそれらを有しな

いという意味である。
△はミニ新幹線の停車駅を有しているという意味である。

(注３) 高速道路とは，高速自動車国道を指し，一般自動車専用国道は含まれない。
また，新幹線，高速道路いずれも2000年までに開業している駅またはインター

チェンジを対象としている。



３ 県内における人口増減の分布

ここでは東北６県内と長野県内における人口増減の分布をみていく。そ

の前に山口県の研究をした澤の論説を紹介する。

山口県を研究した澤は，まず新幹線沿線都市と非沿線都市とに分けて人

口の増加効果を検証した46)。それによると，沿線都市は1985年まで増加し，

1990年に減少，1995年に若干増加し，非沿線都市は年々減少していた。し

かし，駅設置都市と非駅設置都市に分けて分析すると，駅設置都市の人口

の伸び率は市部平均や県の伸び率よりも高いものの，駅非設置都市と比較

すると，むしろ駅非設置都市における人口の伸び率の方が高くなっていた。

したがって，「山口県においては新幹線が新幹線駅のある都市の人口増加

に寄与したとは言えない｣47)と結論付けている。しかし，著者の結論の仕
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図表Ⅲ-1-4 東北６県の市の人口の伸び方の分布
1995年に対する2000年の増減分布

高速道路 新 幹 線 ＋ － 合 計

○ ○ 6 1 7

○ △ 0 1 1

○ × 7 6 13

▲ ▲ 1 0 1

× △ 2 4 6

× × 6 18 24

52

(注１) 国勢調査により著者作成。
(注２) 各県の県庁所在地は除いた。
(注３) ○は新幹線駅または高速道路のインターチェンジを有し，×はそれらを有しな

いという意味である。
△はミニ新幹線の停車駅を有しているという意味である。
▲は，新幹線駅または高速道路のインターチェンジを有しないがかなり近くに

あることを意味する。
(注４) 増減が1.0倍以上のものを＋，1.0倍未満のものを－で表した。
(注５) 高速道路とは，高速自動車国道を指し，一般自動車専用国道は含まれない。

また，新幹線，高速道路いずれも2000年までに開業している駅またはインター
チェンジを対象としている。



方は正確ではない。なぜならこ

のデータからは，新幹線の駅が

ある都市よりも新幹線の沿線で

駅がない都市の方が人口の伸び

率が高かったということしか言

えないからである。しかも，新

幹線の駅がある都市は，少なく

とも市部平均や県の伸び率より

も高いという事実を無視ないし

軽視している。また，新幹線の

効果が駅のない地域にまで波及

したと考えるとこのデータはか

えって新幹線の整備効果を肯定

的に捉えるものとなるだろう。

したがって，なぜ新幹線駅のあ

る都市よりも，新幹線沿線で駅

のない都市の人口伸び率が高

かったのか明らかにされなけれ

ばならないだろう。

さて，各県の具体的な分析に

入る前に図表Ⅲ-1-5 に示した

モデルについて説明する。この

モデルは新幹線の開業が地域の

人口にどのような変化を与える

かを示したものである。中央の

横線が新幹線や高速道路といっ

た高速交通体系を示している。

横線の中心に県都，その周辺に
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＋ ＋

＋

＋

モデルA　効果全体波及モデル

周辺都市

沿線都市 沿線都市
県都

－ －

－

－

モデルC　ストロー効果モデル

周辺都市

沿線都市 沿線都市
県都

＋ ＋

－

＋

モデルB1　効果沿線波及モデル

周辺都市

沿線都市 沿線都市
県都

－ －

－

＋

モデルB2　効果県都限定波及モデル

周辺都市

沿線都市 沿線都市
県都

図表Ⅲ-1-5　人口分布の４モデル

　(注１)　著者作成。
　(注２)　横棒線は新幹線（ミニを含む）及

び高速道路を示す。
　(注３)　＋は人口増加，－は人口減少を表す。
　(注４)　県都には，県庁所在地とそれに隣

接する都市も含めている。



沿線都市を配置し，高速交通体系の整備されていない周辺都市は県都の上

にある丸で示した。このモデルにおいては，類型を単純化するために県都

には県都と境を同じくする都市を含めることとした。このモデルで言う沿

線都市とは県都と距離的に離れている都市をいう。また，以下で行う各県

の各市町村人口の増減については，これまでの分析と同様に1995年から

2000年の国勢調査人口の増減率を用いた。増加している場合は＋，減少し

ている場合は－で表した。このようにして，４つのモデルを考えてみた。

モデル A は，高速交通体系のある県都や沿線都市だけでなく，高速交通

体系のない周辺都市といった県全体で人口が増加するものである。このモ

デル A 効果全体波及モデルと呼ぶ。モデル B1 は高速交通体系のない周辺

都市では人口は減少し，高速交通体系のある県都と沿線都市においては人

口の増加がみられるというものである。モデル B1 を効果沿線波及モデル

と呼ぶ。モデル B2 は高速交通体系のある県都と隣接する都市のみで人口

の増加がみられ，それ以外の地域では高速交通体系があっても，人口が減

少するというものである。モデル B2 を効果県都周辺波及モデルと呼ぶ。

モデル C は高速交通体系のない周辺都市だけでなく，高速交通体系のあ

る沿線都市のみならず県都においても人口が減少するというものである。

モデル C をストロー効果モデルと呼ぶ。先般の整備効果論のところで紹

介した肯定説がモデル A に，否定説がモデル C に，中間説がモデル B に

あたる。本論文の立場は中間説であるモデル B である。

各県の市町村域に○または×とあるのは，高速交通体系の有無を示して

いる。原則として左側の○または×は高速道路の IC の有無を示し，右側

の○または×は新幹線の駅の有無を示している。○は有すること，×は有

しないことを意味する。また，＋とあるのは人口増を，－とあるのは人口

減を示す。

① 青森県（図表Ⅲ-1-6 参照）

青森県の場合は，青森市，浪岡町，黒石市，弘前市，碇ヶ関村に東北縦
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貫自動車道弘前線の IC が，南郷村，八戸市に同八戸線の IC がある。そ

れらのうち，３市町で人口が増加しており，残りの４市では減少している。

増加している黒石市と浪岡町は，いずれも県都青森市に隣接している。こ

こからは県庁所在地とその近くの都市で高速道路の IC がある都市では人

口が増加する傾向があると読み取れる。一方，減少している八戸市の場合

は，周辺の７市町村で増加している。ここでは逆に人口の郊外化が起こっ

ているといえる。高速交通体系と人口変動との因果関係は複雑であり，必
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××○－××○－××○－

××○－××○－××○－

××○－××○－××○－

××○－××○－××○－

××○－××○－××○－

××○＋××○＋××○＋

××××

××
××

○－○－○－××××○－○－○－

××××○－○－○－

××××○－○－○－

××

××
××

××○－○－○－

○－○－○－

××××○－○－○－
××××××× ××○－○－○－

××××○－○－○－

××××○－○－○－

○－○－○－

××××○－○－○－

××××○－○－○－

××××○－○－○－

××

××
××

××○－○－○－

××××○－○－○－

○－○－○－
○－○－○－

××××○－○－○－

××××○－○－○－

××××○－○－○－

××××○－○－○－
××××○－○－○－

××××○－○－○－

××××○－○－○－

××

××

××○－○－○－

×× ××
××××○－○－○－

××××○－○－○－

○－○－○－

○－○－○－

××××○－○－○－

△△××○－○－○－

△△××○－○－○－

××

××
××

××○－○－○－

○－○－○－

××

××
××

××
××

××○＋○＋○＋

××××○＋○＋○＋

××

××
××

××○＋○＋○＋

○＋○＋○＋

××××○＋○＋○＋▲▲××○＋○＋○＋

○○××

○－○－○－○○

○○

××

○－○－○－○○××

○－○－○－○○×× ××

××
××

××○＋○＋○＋

××××

×××××

×××××

○＋○＋○＋

××××○＋○＋○＋

○＋○＋○＋

×××××○＋○＋○＋

×××××○＋○＋○＋

×××××

×××××

○－○－○－×××××

○－○－○－×××××

○＋○＋○＋

○＋○＋○＋

○＋○＋○＋

××○○ ○＋○＋○＋

××○○ ○＋○＋○＋

○＋○＋○＋

○－○－○－

図表Ⅲ-1-6　青森県高速交通機関有無別人口増減図

国勢調査人口（1995～2000年）
2000年現在　著者作成
白地図は『データでみる県勢2005年版』財団法人天野恒太記念会，大日本印刷(株)23頁より



ずしもそれさえ整備すれば人口が増加するわけではないことを示している。

増加している黒石市，浪岡町は，青森市と境を同一にしているため，こ

れらの市町は県都に含める。このようにすると，青森県の場合は，青森市

を中心に置くのでモデル B2 に分類できる。

② 秋田県（図表Ⅲ-1-7 参照）

秋田県の場合は，秋田市，河辺町，協和町，大曲市，横手市に東北横断

自動車道釜石秋田線の IC が，小坂町と鹿角町に東北縦貫自動車道弘前線

の IC がある。そのうち，秋田市のみで人口が増加，残りの６市では減少

している。ミニ新幹線の停車駅は，秋田市，大曲市，角館町，田沢湖町に

あるが，秋田市を除いて減少している。このことから秋田県においては，

高速道路やミニ新幹線の整備は人口増をもたらすほどの力は有しないこと

が分かった。秋田県の場合は明らかにモデル B2 に該当する。

③ 岩手県（図表Ⅲ-1-8 参照）

岩手県の場合は，軽米町，一戸町，浄法寺町，安代町，西根町，滝沢村，

盛岡市，紫波町，花巻市，北上市，東和町，湯田町，水沢市，前沢町，一

関市に東北縦貫自動車道弘前線の IC がある。そのうち，８市町村で人口

が増加しており，残りの７町では減少している。新幹線の駅は，盛岡市，

花巻市，北上市，水沢市，一関市にある。それらの市の人口は増加してい

る。ミニ新幹線の停車駅がある雫石町では人口が増加しているが，盛岡市

に隣接していることもあって，人口増がミニ新幹線によるものと考えるこ

とは難しい。しかし，盛岡市に隣接していても人口が減少している市町村

があり，それらは高速交通体系が整備されていない。とすると，雫石町に

おいて人口が増加しているのはミニ新幹線の影響も考えられるだろう。実

際，盛岡市に隣接していて人口が増加している町村には高速交通体系が整

備されている（滝沢村）。

県の東半分には人口が増加している市町村が存在せず，新幹線や高速道
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図表Ⅲ-1-7　秋田県高速交通機関有無別人口増減図

国勢調査人口（1995～2000年）2000年現在　著者作成
白地図は『データでみる県勢2005年版』財団法人天野恒太記念会，大日本印刷(株)23頁より
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図表Ⅲ-1-8　岩手県高速交通機関有無別人口増減図

国勢調査人口（1995～2000年）2000年現在　著者作成
白地図は『データでみる県勢2005年版』財団法人天野恒太記念会，大日本印刷(株)23頁より
△または▲は高速交通機関の駅またはインターチェンジが近くにある場合を示す。



路が走っている西半分に偏っている。このことは岩手県の白書でも示唆さ

れており，盛岡市とその周辺の市町村以外の地域では依然として過疎化が

進行していると白書は述べている。その西半分でも盛岡市に近い市町村で

人口の増加が見られる。地理的に県の真ん中を新幹線や高速道路が走って

いないので，県全体に高速交通体系の影響が及ばないようだ。しかし，高

速交通体系の沿線をみても，人口が増加している市町村は少ない。よって

岩手県の人口に関しては高速交通体系の存在は広範囲に人口増をもたらさ

ないことが分かった。また，新幹線駅も高速道路の IC も有する場合は人

口が増加し，県庁所在地に隣接していて高速道路の IC もしくはミニ新幹

線の停車駅がある町村では人口が増加していることが分かった。以上のこ

とから岩手県の場合は，モデル B1 に該当するといえる。

④ 山形県（図表Ⅲ-1-9 参照）

山形県の場合は，山形市，酒田市，鶴岡市，朝日村，寒河江市に東北横

断自動車道酒田線の IC がある。そのなかで人口が減少しているのは朝日

村のみである。ミニ新幹線の停車駅は，米沢市，高畠町，南陽市，上山市，

山形市，天童市，東根市，村山市，大石田町，新庄市にある。そのうち山

形市，天童市，東根市で人口が増加しており，残りの７市町では減少して

いた。どうやら，ミニ新幹線は人口の増加を促進するほどの力は有しない

ようである。天童市と東根市は，山形市に近くてミニ新幹線の停車駅を有

しているから人口が増加していると言えそうだが，同様の条件で，上山市

と南陽市では減少しているので，天童市や東根市においてはミニ新幹線が

人口増に寄与したかどうかは判断しにくい。

山形県は，山形市を中心として，人口の増加している都市が３つほどあ

る。また，日本海側の酒田市や鶴岡市では増加が見られるので，モデル

B1 とモデル B2 の混合形態ともいえるが，酒田市や鶴岡市を沿線都市と考

えるとモデル B1 に分類できるだろう。ただ，それは本来的なモデル B1

の姿よりも弱いものとなっている。
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図表Ⅲ-1-9　山形県高速交通機関有無別人口増減図

国勢調査人口（1995～2000年）2000年現在　著者作成
白地図は『データでみる県勢2005年版』財団法人天野恒太記念会，大日本印刷(株)23頁より



⑤ 宮城県（図表Ⅲ-1-10 参照）

宮城県の場合は，金成町，築館町，古川市，大和町，仙台市，川崎町，

村田町，白石市に東北縦貫自動車道弘前線の IC がある。そのうち，４市

町で人口が増加しており，残りの４市町で減少していた。新幹線駅のある
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図表Ⅲ-1-10　宮城県高速交通機関有無別人口増減図

国勢調査人口（1995～2000年）2000年現在　著者作成
白地図は『データでみる県勢2005年版』財団法人天野恒太記念会，大日本印刷(株)23頁より



志波姫町，古川市，仙台市，白石市のうち，古川市と仙台市で人口が増加

しており，残りは減少していた。なお，志波姫町は新幹線の駅のみを有し

ているが，人口は減少していた。白石市は新幹線駅，高速道路の IC とも

有しているにも関わらず人口は減少していた。

宮城県の場合は，高速交通体系を有していなくても，仙台市に近い市町

では人口が増加している場合が多い。仙台市のように東北の中心都市であ

れば，周辺の市町村に高速交通体系がなくても人口が増加するのではなか

ろうか。岩手県の例でも確認したように盛岡市の周辺で高速交通体系があ

る場合は人口が増加し，そうでない場合は人口が減少していたからである。

それと同様に宮城県においても高速交通体系が広範囲に人口の増加をもた

らしているとは考えにくい。宮城県は，宮城市とその隣接都市で人口の増

加がみられるので，モデル B2 に分類できるだろう。

⑥ 福島県（図表Ⅲ-1-11 参照）

福島県の場合は，国見町，福島市，二本松市，本宮町，郡山市，須賀川

市，矢吹町，白河市に東北縦貫自動車道弘前線の IC がある。いわき市，

小野町，三春町，郡山市，伊苗代町，河東町，会津若松市，会津坂下町，

西会津町に東北横断自動車道いわき新潟線の IC がある。そのうち，６市

町で人口が増加しており，残りの10市町で減少していた。新幹線駅がある

のは，福島市，郡山市，白河市でそれらの市の人口は増加していた。

県庁所在地である福島市を除いた89市町村のうち，19市町村で増加して

いた。増加していた19市町村のうち高速道路の IC と新幹線の駅の両方を

有する市は３市で，高速道路の IC のみを有する市町は３市町だった。IC

がなくても高速道路が通過していることを条件としても，６市町村にしか

ならなかった。この結果からみると福島県においても高速交通体系が人口

増に必ずしも寄与するとは限らないことが分かる。高速交通体系から取り

残された地域は人口の減少が起こっている。

福島県の場合は，福島市，郡山市，白河市といった新幹線駅と高速道路

立命館法政論集 第３号（2005年)

436



の IC を両方兼ね備えた都市で人口が増加し，それらの都市の間に挟まれ

た都市でも増加している場合がある。一方で，郡山市を起点として東西に

目を向けると，人口が減少している都市がほとんどである。今回は県都を

中心に考えるので，福島県の場合はモデル B1 に分類できる。

⑦ 長野県（図表Ⅲ-1-12 参照）

長野県の場合は先の東北６県と違う分布を見せている。まず，次の特徴

が見出せる。ⅰ）在来線のみが走っている地域はほとんどの町村において

人口が減少している。ⅱ）在来線と高速道路の IC がある地域はほとんど

の市町村において人口が増加している。ⅲ）新幹線と高速道路が走ってい

る地域はほとんどの市町村において人口が増加している。ⅰとⅱからは，

高速道路の整備は沿線人口の増加をもたらすということがいえる。ただ，
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図表Ⅲ-1-11　福島県高速交通機関有無別人口増減図

国勢調査人口（1995～2000年）2000年現在　著者作成
白地図は『データでみる県勢2005年版』財団法人天野恒太記念会，大日本印刷(株)23頁より
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図表Ⅲ-1-12　長野県高速交通機関有無別人口増減図

国勢調査人口（1995～2000年）著者作成
白地図は『長野県統計書』より



高速道路が走っていても長野市と松本市の間に位置する自治体の人口は減

少している。高速交通体系から離れた地域の人口は減少している。以上の

検討から長野県では，明らかにモデル B1 に分類できる。

以上の検討の結果，いずれの県の場合もモデル A とモデル C のパター

ンは見られず，すべてモデル B の系列に分類できることが分かった。モ

デル C に該当する県がない以上，人口に関しては，高速交通体系を整備

すれば人口は減少するわけではなく，増加させる傾向にあることが分かっ

た。ただし，すべての沿線都市において増加するわけではなく，県都やそ

れに比類する都市，および県都に隣接する都市の場合は，人口が増加する

ことが確認できた。人口がもともと増加している地域に高速交通体系を整

備したのだから，人口が増加するのは当たり前だという批判もあるだろう。

その批判に厳密に答えるためには，高速交通体系の整備前に人口が減少し

ていた都市が，整備後に人口が増加したという例をあげなければならない。

今回の結果から先の批判に答えるとすると，もともと人口の増加している

都市に高速交通体系を整備しても人口の減少を誘発するわけではなく，そ

れらの周辺都市においては人口の増加を誘発するわけではないので，結果

として高速交通体系が整備されている都市へ周辺都市から流入していると

考えられるとしたい。

人口がなぜ増加するのかについては，個別の市町村の政策や規模を見な

ければならないし，人々が定住する都市を選択する場合の条件を考えなけ

ればならないが，高速交通体系を整備する論拠のひとつに，人口の増加が

あげられているので，今回は無視した。高速道路が整備されているところ

と整備されていないところで政策手法に違いがあるのかも重要であると思

う。高速道路がなくて増加している市町村をみると，大きな市に隣接して

いることが多い。このことは人口の郊外化を示していると言えるかもしれ

ない。

ところで，高速交通体系を有している場合でも，人口が増加している市
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町村と減少している市町村に分かれている。この差異は県庁所在地に隣接

しているかいないかという原因も考えられる。また，次の示唆も有益であ

る。平石は「既設の東北・上越新幹線沿線では，同じように新幹線停車駅

を有する都市でも，ある都市は成長し，ある都市は停滞している」として，

その原因として，「新幹線以外の影響もさることながら，新幹線に関連し

た政策のあり方，言い換えれば新幹線に関連した地域づくりの姿勢が大き

な影響を及ぼしている｣48)としている。そして，国際大学を誘致すること

で人口が増加した町の例をあげている49)。他の地域も誘致に名乗りを上げ

ていたが，その町には新幹線の駅があるため，東京から通勤する先生の利

便性を考えて，決まったといわれる。一方，越後湯沢では人口が定着しな

かったことの原因として受け皿の整備を地元の責任できちんとやらなかっ

たからだとしている。しかし，すべての自治体において同様の政策が選択

できるわけではない。ただ，行政は，新幹線駅周辺に民間の事業者が進出

しやすい条件・環境を整える役割を果たすべきである。その際も，どのよ

うな町を作るのか，そのために必要なものはなにかと目的をはっきりさせ

ることが必要である。

第２節 観光への影響

この節では新幹線が与えた観光への影響を分析する。具体的な分析の前

に過去の研究を紹介する。澤は「駅設置都市の観光客入込数は山陽新幹線

の開業年には急増し，また近年には駅非設置都市よりも伸び率が高いもの

の，県全体の伸び率と比較すると低くなっている」ので，「山口県におい

ては，新幹線が新幹線駅のある都市の入込み観光客数の持続的な増加に寄

与したとは言えない｣50)としている。しかし，駅のある都市だけの研究で

は不十分であろう。観光の場合は，周辺への波及効果がもっとも期待され

る分野であるから，周辺の都市をも含めて新幹線の効果を評価しなければ

ならない。

それでは図表Ⅲ-2-1 をみながら観光客入込数の推移を見ていく。ただ
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し，各県によって観光客入込数などの観光統計の集計方法が異なるために，

どの県の観光客入込数がもっとも多いかといった比較はできないが，県内

の地域間の比較なら集計方法が同じであるために可能である。

1991年から92年の伸び方をみると，青森県，秋田県，岩手県，山形県，

宮城県において増加している。山形新幹線が開業した92年から93年にかけ

ては秋田県のみで増加しており，青森県，岩手県，宮城県，山形県では減
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山形県
福島県

図表Ⅲ-2-1　東北６県の観光客入込数の推移

（出所）　『平成15年　青森県観光統計概要』（青森県文化観光部観光推進課，平成16年）
　　　　　　http://www.pref.aomori.jp/tokei/

　　　　『秋田県観光統計概要』1989年～2003年　http://www.pref.akita.jp/tokei/

　　　　『岩手県観光統計概要』1989年～2003年　http://www.pref.iwate.jp/%7Estat/

　　　　『宮城県観光統計概要』1989年～2003年　http://www.pref.miyagi.jp/menu/310.htm

　　　　『平成15年度　山形県観光者数調査』（山形県商工労働観光部観光振興課、平成16年）
　　　　　　http://www.pref.yamagata.jp/sr/kanko/814200/H15kankoushasuu1.pdf

　　　　『福島県勢要覧』1998年～2003年　http://www.pref.fukushima.jp/tokei/

　　　※各県のサイトからの情報であるためすでに削除されている場合がある。
（注）　千の位を四捨五入した。
　　　山形県の2001年と2002年の数値は補正後の数値。
　　　著者作成



少している。93年から94年にかけては，青森県，秋田県，岩手県，山形県，

宮城県において増加している。96年から97年にかけては秋田県，山形県，

宮城県において増加しており，青森県，岩手県では減少していた。秋田新

幹線が開業した97年から98年にかけては青森県，岩手県，秋田県，山形県，

宮城県において減少している。ただし，秋田県の場合は減少幅がごくわず

かに留まっている。東北新幹線の盛岡～八戸間が開業した2002年から03年

にかけては青森県，秋田県，宮城県において増加しており，岩手県，山形

県，福島県において減少している。

山形県においてはミニ新幹線の開業年の観光客入込数は増加しているが，

翌年には減少している。そして2002年になって1992年の水準に戻っている。

秋田県においては，ミニ新幹線の開業以後順調に観光客入込数を伸ばし続

けている。98年には秋田県以外の県で減少しているが秋田県のみ横ばいに

とどまっている。このことは97年に秋田新幹線が開業したことと無関係で

はないだろう。なお，97年には長野新幹線が開業しているが，その影響に

よって98年の他県における入込数が減ったとしても，秋田県は増加してい

るのでミニ新幹線の存在が流出を食い止めたとみることができるだろう。

しかし，どの県も99年には観光客入込数は伸びている。このことから新幹

線の開業が他県に与える影響は一過性のものであったと考えられる。

青森県においては新幹線開業後の2003年に観光客入込数が大きく増加し

ている。これは新幹線開業前から増加傾向にあった観光客数をさらに押し

上げる形となっている。過去の青森県の情報を見ると，1994年に北東北デ

スティネーションキャンペーンを打ち出したときに大きく伸びている。今

回もそのキャンペーンを行って大きく伸びている。このようなキャンペー

ンを同時に打ち出すことで新幹線を活かすことができ，新幹線の本来の力

が発揮されるのではないか。過去の例からすると，新幹線がなくてもキャ

ンペーンを行えば，観光客は増えることになるが，常にそのようなキャン

ペーンを行えるわけではない。また，単にイベントを行えばよいわけでは

なく，そのまちの特色を打ち出して知名度を向上させる必要がある。
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興味深いのは，高速交通体系の整備によって宿泊客の減少に拍車がかか

り，通過型観光となっていく点である。もともと通過型観光の傾向が高

かった秋田県ではその傾向に一層拍車がかかるという指摘がある51)。移動

時間の短縮によって通過型観光の傾向が強くなるということは磯村によっ

てすでに指摘されている52)。時短によって滞在時間が減少した分，仕事を

することができるため生産性が高まるとされているが，観光地としては，

滞在してもらわなければ困るというのが本音である。しかしながら，青森

県においてはこのような現象が必ずしも起こっているわけではなく，八戸

市内のホテルでは114.5％，十和田湖畔温泉内のホテルでは170.8％の宿泊

客の増加がみられる53)。ただし，観光客入込数は日帰り客が５％，宿泊客

が0.3％の増加と日帰り客の増加の方が多くなっている。総数でみれば宿

泊客の方が多いが，この増加率が今後も続けばいずれ日帰り客の方が大き

くなるだろう。また，十和田湖方面へ向かうバスの乗車率は高いが，下北

半島行きは低いという。たしかに地理的にも八戸駅からは，十和田湖方面

の方が下北半島方面より近いこともあって，十和田湖を選択する人が多い

のかもしれない。また，地域の魅力が伝わっているか，観光客を受け入れ

る態勢は整っているかも重要になってくるだろう。青森県の統計情報課に

よるアンケート結果54)では，景気によい影響があったと回答した人は県南

に限ると48.1％となり，前回より14ポイント減少していた。その代わり津

軽や下北で評価が大きく上昇し，周辺地域への波及効果が認知されてきた

といえるとしている。

秋田県の場合は秋田新幹線の沿線では観光客が増加しているが，県南や

県北ではむしろ減少したという話も聞く。新幹線の停車駅を拠点としてい

かに観光客を周辺に向かわせることができるかが課題になるだろう。
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第４章 結論と展望

第１節 フル規格新幹線の評価

図表Ⅲ-1-1によれば，県全体については高速道路の IC のみを有する道

県では，1995年から2000年にかけて人口が減少しているところが16県であ

り，増加している３県を大きく引き離していた。高速道路の IC と新幹線

の駅を有している県では人口の増加（６県），減少（５県）ともほぼ同数

であった。したがって，高速道路の IC のみでは県全体の人口を増加させ

る効果はなく，新幹線の駅を開設することによって人口が増加する県が増

える可能性があることが分かった。とはいえ，両方有していても減少県も

増加県とほぼ同じ県数存在するため，必ず増加するとは言い切れず，高速

交通体系以外の要因を探る必要があるだろう。

東北６県の市部については，高速道路や新幹線が整備されていない都市

は人口の減少が多くみられ，整備されている都市はほとんど増加していた。

少なくとも高速交通体系が整備されている市部については人口の増加が見

られると考えてよいと思う。

観光については，どの県の入込数がもっとも多いかという判断は厳密に

いうとできない。新幹線の開業年前後では観光客入込数が増加していた。

新幹線が整備されていても持続的に増加を続ける県もあればそうではない

県もあることが分かった。それらの原因がどこに帰するかはもっと詳しい

分析をしなければならないが，県全体の取り組みが重要であると考えられ

る。また，宿泊客を減少させていく作用を持つことが確認された。効果を

与える範囲も沿線だけにとどまらないようである。

第２節 ミニ新幹線の評価

ミニ新幹線を有している山形県と秋田県の人口は減少している。両県と

も高速道路は有していた（ただし，山形自動車道は全通していない）。新
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幹線の駅をも有している場合は増加と減少にほぼ均等に並んでいるが，ミ

ニ新幹線の場合は２県とも減少している。しかし，観光客入込数について

は両県とも増加がみられた。ここからはミニ新幹線はフル規格ほどの力は

有しないが，まったく効果がないとはいえないことが分かる。ミニ新幹線

でもフル規格の半分ほどの効果は発生させることができた。

また，東北６県の市部を比較したものでも，ミニ新幹線と高速道路を有

する組み合わせでは人口が減少し，ミニ新幹線のみでは増加が２市，減少

が４市とフル規格に比べて人口を増加させる効果が弱いことが分かった。

観光についてはミニ新幹線でも持続的に増加していくことが秋田県の例

で確認された。山形県についても一時期落ち込んだものの近年はミニ新幹

線の開業年の水準に戻ってきており，持続的に増加しているといえるだろ

う。ただし，この場合も，地域の取り組みが重要となってくるし，周辺に

波及させるためには観光客から認知されやすい工夫をしなければならない

だろう。

第３節 日本の新幹線政策の展望

整備５線はすでにほとんどの区間において工事も開始されておりあるい

は工事開始決定もなされており，区間によっては予定開業年も決まってき

ているので，今後の中止は考えられない。その区間の工事を今さら中止さ

せることはナンセンスであるし，他の基本計画線よりは必要性が高いと考

えられるので，今後はこれらの区間において開業後に発生する問題点への

対策を議論する必要があるだろう55)。

そして，今後新幹線計画に異議を唱えるとすると整備計画に含まれてい

るが未着工の区間および整備計画に入っていない基本計画路線がどうなる

かである。整備計画に含まれているが未着工の区間の例をあげると九州新

幹線の長崎ルート56)，北陸新幹線の敦賀から大阪の区間がある。基本計画

線は図表Ⅰ-1-1 に白抜きの線で引かれている区間を指す57)。これらの路

線が本当に必要なものであるかどうか精査する必要があるだろう。
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今回の結果からすると新幹線の駅や高速道路の IC がある市においては

効果があるようだった。したがって，基本計画路線においても，県庁所在

地や駅周辺の自治体の人口が増加するかもしれないだろう。しかし，人口

の増加はあくまで駅周辺の自治体にしか及ばないことを知っておくべきで

ある。そして，今後，日本の総人口が減少していくことも考慮しなければ

ならない。今回のデータによれば，東北においては駅のある都市の人口は

増加しているところがほとんどであった。これは総人口が将来減少してい

くということを考慮していない。なぜなら，過去の政策によってどのよう

な現象が起こったか，起こっているかを調べたからである。将来の新幹線

の沿線において，このような結果がもたらされるとは限らない。さらに今

回のデータからみれば，高速交通体系の存在する自治体とりわけ市部への

人口集中がみられ，過疎の問題を解決してきているとは言えない。国土の

均衡ある発展を過疎の解消をも含むとすれば，それは達成されていないと

評価できる。整備新幹線の効果は全国的にみると，県全体の人口を押し上

げるほどのものではなかった。いずれにせよ，今後日本の人口が減少する

ことを考えると県全体の人口の増加に固執する必要はないのかもしれない。

交流人口が重要であるとしてそれに着目する動きもある。

新幹線をはじめとする高速交通体系の沿線地域においては，人口の増加

が見られた。したがって中間説が立証されたといえるだろう。また，今後

の国土のあり方としては図表Ⅲ-1-6 のモデル B1 が望ましいのではないだ

ろうか。モデル A とモデル C が極端な例であり選択肢から外れること，

これまでの観察からはモデル A，C のような類型がみられないというこ

と，モデル A と C に近づく傾向も見られないことから，残る選択肢はモ

デル B のケースである。モデル B のなかでも２のケースは県都に集中す

る形となり，望ましい形とは言えない。よって，今後はモデル B1 を目指

すべきだろう。「地域の均衡ある発展」がモデル A ではなくモデル B1 を

示していると考えると，「地域の均衡ある発展」は人口面では一定程度そ

の方向に向かいつつあると評価できるだろう。政治的にはモデル A を主
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張しなければ，選挙民の支持を得られないのかもしれないが，現実を無視

した主張は結果として支持をなくすことにつながるだろう。まずは，モデ

ル B1 を目指し，それを達成してから，モデル A を目指すのが正しい道で

あろう。観光についてはフル規格もミニ規格でも同様の効果が得られるこ

とが分かった。これらのことを踏まえると，今後の新幹線の整備は，将来

の総人口減少を前提とすると大規模なものでないほうがよいだろう。
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